
○ 総合企画本部⾧の倉坂でございます。
○ 本日はお忙しいところ、弊社Web会議にご参加いただきまして誠にありがとうございます。



○ 本日の発表のポイントは大きく3点ございます。
○ まずは業績予想です。これまで、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、合理的な

算定が困難であるとのことから「未定」としておりましたが、現時点で入手可能な情報に基
づき、今期の業績予想を算出いたしました。対前年で大幅な減収減益、最終赤字の見
通しです。

○ 次に配当予想です。赤字予想ではございますが、⾧期安定的な株主還元を重視すると
いう方針も踏まえ、年間配当を1株当たり100円とさせていただきたいと存じます。

○ 最後に、1Q決算時にもお話ししました経営課題の認識、及び取り組み状況についても
触れさせていただきます。







○ それでは、資料の4ページをご覧ください。
○ 現在スライドでお示ししておりますのが、業績予想等のハイライトでございます。
○ ご覧のとおり、連結営業収益につきましては対前年で▲5,882億円減の9,200億円、連結営業利益又は損失が、▲4,506億円減の▲2,900億円、当期純利益又は損失が▲3,293億円減の▲2,400億円の見通しでございます。
○ 営業収益につきましては、1Q実績、足元の状況等をふまえた上で、事業ごとに一定の前提を置いて想定しております。一例を申し上げますと、新幹線につきましては、足元のご利用状況が概ね年末まで継続し、その後緩やかに回復し、期末時点では、コロナ前である19年3月期の6割弱程度までご利用が回復する前提で算出しております。収入見通しの前提など詳細につきましては、後程、ご説明申し上げます。
○ コスト及び設備投資につきましては、1Q決算時にお示ししました今期のコスト節減、投資抑制額から更に上積みを行うこととし、その金額を反映させております。詳しくはこの後ご説明いたします。
○ 次に、今期の配当予想につきましてご説明いたします。
○ 今期の配当につきましては、記載のとおり、通期で100円とさせていただきたいと存じます。
○ 当社は株主還元を重要な経営方針と位置づけ、今中計におきましても、⾧期持続的な利益成⾧と、それに基づく⾧期安定的な株主還元を方針の一つとして掲げ、実施してまいりました。
○ しかしながら今期は、本日お示しのとおり、新型コロナウイルス感染拡大により、会社発足以来最大となる当期純損失を想定しており、財務面で極めて大きな影響を受ける見通しです。
○ 今期は赤字予想ではございますが、⾧期安定的な株主還元を重視するという方針もふまえ、次年度以降の業績改善への強い意思も込め、年間配当を1株当たり100円とさせていただきたいと存じます。株主の皆様には減配となり大変申し訳ございませんが、当社が現在置かれている状況に鑑み、何卒ご理解を賜りたいと存じます。
○ なお、通期では100円を予想してございますが、中間配当につきましては、2Q決算をふまえ、１株当たり0～50円の間で決定いたします。



○ 次に、5ページをご覧ください。コスト節減・投資抑制についてご説明いたします。
○ コスト、設備投資に関しましては、安全の確保を前提として、安全以外のメニューにお

いて節減及び抑制を行っております。
○ 1Q決算発表の際に、施策の抑制や先送りなどにより、収入連動費用を除き、単体で

▲300億円、連結で▲500億円のコスト節減を行う旨をご説明いたしましたが、更な
る節減メニューを洗い出し、単体で▲400億円、連結で▲700億円のコスト節減を行
う予定です。

○ また、設備投資につきましても、1Q決算発表時に、単体で前年並み、連結で対前年
▲150億円程度の抑制方針をご説明いたしましたが、更なる抑制メニューの洗い出し
を行いました。その結果、連結で▲100億円程度抑制額を拡大し、結果、対前年で
約▲250億円減となる2,300億円程度となる見通しです。

○ なお、ご参考までに、当初社内で想定しておりました計画を併記しております。これまで
申し上げてきましたとおり、単体におきましては、19年3月期の災害影響による中計前
半での投資の遅れを取り戻し、グループ会社におきましても成⾧に資する投資を拡大
するなど、対前年で大幅増の想定をしておりましたが、その社内想定からは連結で約
▲770億円を抑制しております。



○ 続いて、1Q決算時にお話ししました今後の経営課題の認識等につきまして、進捗等、ポイントを絞ってご説明します。
○ まず、スライドの中段に記載のwithコロナ期のご利用促進です。
○ お客様に安心してご利用いただくために、これまで公表しておりますとおり、グループを挙げて様々な取り組みを進めております。20ページの「参考」に一例を掲載しておりますので、あわせてご覧ください。
○ 一方、需要喚起策としましては、10月からはせとうち広島デスティネーションキャンペーンが開催されます。それにあわせて、観光型MaaSの「setowa」のサービスを開始するとともに、九州・四国を含む西日本エリア全体の観光需要を盛り上げる夢のきっぷ「どこでもドアきっぷ」を発売するなど、各種施策により収入の確保に努めてまいります。こちらにつきましても、「参考」をあわせてご覧ください。
○ 最後に、今後の経営課題の認識についてです。
○ Afterコロナ期においては、お客様の行動変容や価値観の多様化が進み、当社としましても様々な施策により、ニーズに合致した価値創造を行う必要があると考えております。
○ そのためにも、グループ全体のマーケティング力を磨き、「Afterコロナ」の価値といった視点も意識して、既存事業を徹底的にブラッシュアップしてまいります。そして、先般、実証実験のお知らせをさせていただきました「JR西日本×住まいサブスク」のような、社会変化に対応したこれまでにない新たな提案も積極的に行ってまいります。
○ また、安全・安心を前提に、中⾧期的な視点で、ご利用の構造的変化や減少に耐えうる「コスト構造改革」に取り組んでまいります。そのためにも、設備とオペレーションのあり方の見直しやご利用の平準化に向けて、何ができるのか、知恵を絞ってまいります。
○ 非常に厳しい経営環境ではございますが、外部環境の変化はチャンスであるとの認識のもと、ステークホルダーの皆様のご期待にお応えするためにも、⾧期持続的な企業価値向上に努めてまいります。







○ 次に、9ページをご覧ください。
○ こちらには業績予想の収入算出にあたっての前提条件をお示ししております。
○ まず、運輸収入につきましては、定期外は各バスケットともにこの年末まで概ね現在の足

元の状況が継続し、その後緩やかに回復基調に入り、2021年3月末の時点で概ね記
載の水準まで戻る前提で算出しております。なお、定期外につきましては、昨年4Qは既
にコロナ影響を受けておりましたので、コロナ前との比較という観点から、期末における回復
水準の比較対象は前々年としております。

○ 一方、定期は1Q実績が、対前年78.6%でございましたが、通期では対前年で8～9割
程度まで回復するとみております。

○ 次に非鉄道事業におきましても、1Q決算や足元の状況等も踏まえ、記載のとおり、事業
ごとに一定の前提をおいて想定しております。

○ なお、不動産賃貸販売業におきましては、コロナ影響は比較的小さく、賃貸につきまして
は概ね前年並み、販売につきましては、販売が好調であった昨年度の反動等により、対
前年で▲56億円の減収を想定しております。

○ 旅行業につきましては、決算期が12月であるため、12月末時点で前年比5割程度の回
復と想定しております。



○ 次に10ページをご覧ください。
○ 単体の業績予想です。
○ 営業収益は、運輸収入の減により、対前年▲4,319億円減の5,300億円を見込ん

でおります。
○ 一方、営業費用は、コスト節減を進めるなどした結果、対前年▲521億円減の

7,900億円を計画しております。
○ その結果、単体営業損失が▲2,600億円、当期純損失が▲1,950億円となる見込

みです。



○ 次に11ページをご覧ください。運輸収入についてご説明いたします。
○ まず、新幹線につきましては、通期で対前年▲2,712億円減となる1,700億円の想

定をしております。その内訳としましては、山陽新幹線が対前年▲2,447億円減となる
1,570億円、北陸新幹線が同じく▲265億円減となる130億円を想定しております。

○ 各バスケットにおきましては、記載のとおり、コロナ影響以外に昨年のGW10連休や台
風19号など特殊要因の反動増減を加味しております。



○ 次に12ページをご覧ください。単体の営業費用についてご説明いたします。
○ 単体営業費用の対前年▲521億円減のうち、減少幅の大きな科目としましては、修

繕費と業務費になります。
○ 修繕費につきましては、対前年▲164億円減の1,500億円。安全の確保を前提に、

一部の駅美化工事等を先送りするとともに、設備投資の抑制に伴う付帯工事が減少し
たことなどによります。

○ 業務費につきましては、対前年▲274億円減の1,850億円。厳しい経営環境をふまえ
た広告宣伝費や旅費等の経費節減、発売手数料等の収入に連動する費用の減など
によります。





○ 最後に14ページをご覧ください。非鉄道事業についてご説明します。
○ 流通業につきましては、鉄道旅客の減に伴うご利用の減やヴィアインの減などにより、対前

年▲820億円減収となる1,440億円、▲198億円減益となる▲160億円の営業損失
を見込んでおります。

○ 内訳としまして、物販・飲食業は対前年▲622億円の減収、▲174億円の減益となり、
結果▲140億円の営業損失、百貨店は、対前年▲182億円の減収、▲22億円の減
益で、結果▲20億円の営業損失を想定しております。

○ 不動産業につきましては、SCの減に加え、不動産販売の減などにより、対前年▲191億
円減収の1,460億円、▲99億円減益の250億円を見込んでおります。大幅な減収減
益となるものの、セグメントとして黒字を確保する見通しです。

○ SC業は、対前年▲141億円減収、▲75億円の減益となり収支均衡、一方、不動産
賃貸・販売業は、販売事業が好調であった昨年度の反動により、▲51億円の減収、
▲28億円の減益を見込んでおります。

○ その他事業につきましては、ホテル事業、旅行業ともに非常に大きな影響を受け、それぞ
れ大幅な減収減益となり、営業損失を見込んでおります。

○ 弊社からの説明は以上です。




















